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ソフトウェア使用権への支出についても、未処分利益課税の
減免措置（産業革新条例第23-3条）が適用できる

May 2022. No. 9 |   KPMG Global Japanese Practice (Taiwan firm)

産業革新条例第23-3条の規定において、営利事業者が

利益発生年度の翌年度から3年以内に未処分利益によ

る実質投資を行った場合に、未処分利益課税の計算上、

その投資額を未処分利益の減算項目として計上するこ

とができ、課税が減免されます。

当該実質投資は、自社の生産または営業に供する建築

物の建築又は購入、ソフト・ハードウェア設備または技術

の購入を含むとされています。しかし、ソフトウェア使用

権への支出についてその範囲に含むか否かが明確でな

かったため、国税局への照会があり、国税局がその判

断を通達として公表しました。

財政部北区国税局の最新の解釈通達（発行番号：北区

国税審一字第1110005852号）の説明によると、保有して

いるソフトウェアのアップグレードを行い、利用許諾対象

期間中又は範囲内において、所有権を取得しないが使

用権を取得することにより、国際会計基準又は企業会計

基準に基づき無形資産として計上した支出は、産業革

新条例第23-3条が適用され、所得税法第66-9条により

当年度の未処分利益課税を計算する際の未処分利益

の減算項目とすることができます。

申告済未処分利益課税の修正

営利事業者の2018年及び2019年の未処分利益課税申

告の際に、課税された未処分利益があり、その後利益

発生年度の翌年度から3年以内に該当する実質投資支

出がある場合は、過年度の未処分利益課税の修正申請

ができます。

2018年度の未分配利益を例とすると、2019年から2021

年の3年間において当該未処分利益による実質投資を

行った場合、税還付申請細則第5条に基づき投資完了

日から1年以内に、関係証明書類を添付して国税局に還

付申請をすることができます。投資日や支払日の例は

以下の通りです。

状

況

ソフトウェア

投資日

ソフトウェア

支払日
他の実質投資項目の有無

会社又は有限責任組合が未処分利

益による実質投資を行った場合の減

算項目への計上及び税還付申請細

則第5条に基づく修正期間

一 2019/12/15 2020/5/20
有り。最終1件の設備投資を

2021/5/19～2021/12/31に行った。
2022/5/18～2022/12/30

二 2020/3/15 2020/5/20 無

完了日から一年を超過しているため、

原則として2018 年の未処分利益を修

正することは出来ない。

但し、2022年度に他の実質投資項目

がある場合、併せて2019年の未処分

利益を修正することができる。

三 2020/11/15 2021/3/5
有り。最終1件の設備投資を

2021/5/19～2021/12/31に行った。
2022/5/18～2022/12/30
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財政部北区国税局 通達

受文者：社団法人中華民国会計士公会全国聯合会
発行日付：2022年5月6日
発行番号：北区国税審一字第1110005852号

主旨：

貴会からご照会の、会社が支払ったソフトウェアに係る支
出に、産業革新条例第23-3条の規定が適用されるか否か
に関して、説明二の通り回答する。

説明：

一、財政部賦税署が2021年1月22日付台税所得字第
11000006300号文書を以て転送した貴会の2021年1月19日
付全聯会字第1100036号文書及び同年11月10日付全聯会
第1100747号文書に基づき取り扱う。

二、「会社又は有限責任組合が未処分利益による実質投
資を行った場合の減算項目への計上及び税還付申請細
則」第2条第1項第2号の規定により、産業革新条例第23-3
条第1項に基づき購入する自社の生産又は営業に供する
ソフト・ハードウェア設備には、情報通信ソフト・ハードウェ
ア及びこれら設備の価値又は機能を増加させるための増
設・保守に係る資本的支出が含まれる。

よって、会社又は有限責任組合がその利益を以て自社の
生産又は営業に供するソフトウェアを購入する場合、及び
保有しているソフトウェアのアップグレードを行い、利用許
諾対象期間中又は範囲内において使用権を取得するが、
所有権を取得しない場合も、国際会計基準又は企業会計
基準に基づき無形資産として計上した支出は、産業革新条
例第23-3条が適用され、所得税法第66-9条により当年度
の未処分利益を計算する際の減算項目とすることができる。
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